
令和元年度
上下水道事業会計決算について

１

資料１

施設の維持管理・
給水・サービス費用

33.8億円

給水収益
70.3億円

減価償却費
28.9億円

企業債利息
2.3億円

収入
78.6億円

支出
65.0億円

その他収益
8.3億円

収入
5.7億円

支出
39.5億円

差額
13.6億円

33.8億円不足企業債
2.9億円

企業債元金
10.7億円

建設改良費
28.8億円

その他収入
2.8億円

損益勘定留保資金
25.1億円

消費税資本的収支調整額
2.4億円

建設改良積立金
6.3億円

補
て
ん

当期純利益
13億6千万円

収益的収支（税抜）

資本的収支（税込）

１ 水道事業会計（見込み）
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一般会計繰入金
31.5億円

(基準内30.8億円、基準外0.7億円)

減価償却費

42.2億円
（現金支出を伴わない経費）

管理費等
30.2億円

企業債元金
55.4億円

建設費
57.3億円

一般会計繰入金
（基準外）

19.5億円

企業債
39.3億円

国･県

26.4億円
負担金等

1.7億円

収入
84.5億円

支出
83.5億円

収入
86.9億円

支出
112.7億円

25.8億円
不足

使用料等
39.1億円

企業債利息
11.1億円

長期前受金

戻入

12.4億円

差額
1.0億円

２ 下水道事業会計（見込み）

３

収益的収支（税抜）

資本的収支（税込）

補
て
ん

その他

1.5億
円

※繰越工事資金23.8億円を収入
から除いた不足額は49.6億円

当期純利益
1.0億円

損益勘定留保資金
30.2億円

前年度繰越財源
15.6億円

減債積立金
1.9億円

消費税資本的収支調整額

1.9億円

管理費等
1.8億円

企業債元金
3.8億円

建設費
0.4億円

一般会計
繰入金

（基準外）

1.7億円

企業債
0.3
億円

国･県

0.1
億円

収入
6.8億円

支出
6.6億円

収入
2.1億円

支出
4.2億円

使用料等
1.3億円

企業債利息

0.9億円

長期前受金戻入

1.8億円

差額
0.2億円

当期純利益
（翌年度繰越分）

0.2億円

３ 農業集落排水事業会計（見込み）

４

収益的収支（税抜）

資本的収支（税込）

減価償却費

3.9億円
（現金支出を伴わない経費）

一般会計繰入金
3.7億円

（基準内3.1億円、基準外0.6億円）

※繰越工事資金0.2億円を収入
から除いた不足額は2.3億円

損益勘定留保資金
2.0億円

減債積立金
700万円

消費税資本的収支調整額
300万円

補
て
ん

2.1億円不足
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水道事業の経営状況について

6

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

行政区域内総人口(人) 337,453 329,402 327,296 328,135 328,860 335,657 334,702 333,108 331,639 330,787

給水人口(人) 320,757 313,451 311,785 312,895 314,037 321,083 320,873 319,682 318,305 317,978

給水戸数(戸) 125,387 124,697 125,969 127,846 130,124 133,550 135,258 135,871 136,744 138,212

上水道普及率(%) 95.1% 95.2% 95.3% 95.4% 95.5% 95.7% 95.9% 96.0% 96.0% 96.1%

94.4%

94.8%

95.2%

95.6%

96.0%

96.4%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

人・戸

給水人口・給水戸数・上水道普及率の推移

・行政区域内総人口＆給水人口 ⇒ 震災後に減少、その後回復、
平成28年度から減少傾向

・給水戸数 ⇒ 平成23年度を除き年々増加
・上水道普及率 ⇒ 年々上昇

※ 行政区域内総人口 ： 現住人口
給水人口 ： 上水道により給水を受けている人口
給水戸数 ： 上水道により給水を受けている世帯数
上水道普及率 ： 行政区域内総人口に対する給水人口の割合

１ 水道事業業務量の推移（直近10か年）
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・総給水量 ⇒ 年度間で増減はあるものの、概ね減少傾向で推移
・有収水量 ⇒ 概ね減少傾向で推移
・有 収 率 ⇒ 概ね90～92パーセントで推移

平成23年度は大きく減少

※ 総給水量 ： １年間に給水した水量
有収水量 ： 総給水量のうち、料金徴収の対象となった水量
有 収 率 ： 総給水量に対する有収水量の割合。この割合が高いほど効率よく収益につながっていることを示す。

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

総給水量(㎥) 39,335,230 39,164,030 38,475,670 38,371,770 38,129,150 38,359,030 38,116,500 38,432,970 38,208,070 38,481,320

有収水量(㎥) 35,763,022 33,927,750 35,059,070 35,104,205 34,843,504 35,167,066 35,097,367 35,156,149 35,100,589 34,626,207

有収率(%) 90.9% 86.6% 91.1% 91.5% 91.4% 91.7% 92.1% 91.5% 91.9% 90.0%

82.0%

84.0%

86.0%

88.0%

90.0%

92.0%

94.0%

3,000

3,500

4,000

4,500

万㎥ 給水量・有収水量・有収率の推移

２ 水道事業会計決算の推移（直近10か年）

収益的収支 (税抜) ＝ 損益取引(当該年度の経済活動に伴い発生する収支)

73.8 
70.0 
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10.2 11.0 

14.9 
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82.7 
84.2 
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78.6 
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

億円 収益的収支（収益）の推移

給水収益 その他収益

・総 収 益 ⇒ 平成25年度まで減少傾向で推移
平成26年度から会計基準の変更(長期前受金戻入の計上)に伴い増加

・給水収益 ⇒ 有収水量の減少に伴い、減少傾向で推移
平成29年度から水道料金引下げに伴い予定どおりの減収

※ 給 水 収 益 ： 水道料金収入
長期前受金戻入 ： 施設整備等にあたり国等から交付された補助金等を、減価償却に合わせて収益化したもの
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億円
収益的収支（費用）の推移

人件費 人件費以外の水づくり諸費用 企業債利息 減価償却費 当年度純利益

・総費用 ⇒ 業務委託化等による人件費の減少、低利の企業債への借換え等に
よる企業債利息の減少に伴い、概ね減少傾向で推移

平成26年度は会計基準の変更に伴う減損損失の計上により増加
・当年度純利益 ⇒ 費用の減少により、概ね増加傾向で推移

※ 人件費 ： 職員給与、賞与、法定福利費、退職給付費 等
人件費以外の水づくり諸費用 ： 委託費、修繕費、動力・薬品費、資産減耗費 等 （H26は減損損失含む）
企業債利息 ： 施設整備等のため借り入れた企業債の支払利息額
減価償却費 ： 償却資産の償却額
当年度純利益 ： 収益から費用を差引いた、事業活動等による利益

公営企業の場合、将来の設備更新や企業債の償還のために企業内部に留保される。
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資本的収支 (税込) ＝ 資本取引（将来にわたる諸施設整備に係る収支）
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億円 資本的収支（収入）の推移

企業債 出資金 その他収入
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億円 資本的収支（支出）の推移

建設改良費 企業債償還金

・収入 ⇒ 平成19～21年度及び平成25年度に企業債の借換えによる増加
・支出 ⇒ 平成19～21年度及び平成25年度に企業債の借換え・繰上償還により、

企業債償還金が増加
平成24年度に「浄水施設統合事業」の完了に伴い、建設改良費が増加

【参考】繰上償還等による償還満了までの利息軽減額 ： 20億6,655万9,504円
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貸借対照表（バランスシート）の推移

固定資産 ⇒ 減価償却累計額の増加に伴い減少傾向
流動資産 ⇒ 現金預金の増加に伴い増加傾向

※ 固定資産 ： 企業経営のため長期間継続して使用する資産
流動資産 ： 現金預金、未収金 等

713.1 704.0 
727.8 713.5 

691.2 677.9 673.6 665.8 666.6 664.2 

80.3 88.1 
76.8 

65.5 
80.7 92.0 109.5 112.3 118.7 120.8 

793.4 792.1 
804.6 

779.0 771.9 769.9
783.1 778.1 785.3 785.0 

500

600

700

800

900

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

億円

資産の推移

固定資産 流動資産

12

・負債、資本の構成 ⇒ 平成26年度の会計基準の変更に伴い変化
・企業債残高 ⇒ 拡張事業の縮小に伴い年々減少

※ 会計基準の変更 ： 民間企業の会計基準との整合性を図るため、関係法令の改正を平成26年度に施行
・借入資本金（資産取得のための借入金）を資本から負債へ移行
・補助金等により取得した固定資産の償却制度の変更
・減損会計の導入 等

資本（資本金や積立金など） ： 負債と同様、企業活動に必要な資金の源泉を表したもの

22.7 19.9 19.8 19.6 

147.3 133.9 123.5 112.1 104.7 96.9 10.0 12.8 26.3 13.2 

34.4 

28.7 30.8 
25.4 28.1

2.3 

102.4 
99.3 98.0 95.4 92.7 

91.7 

529.1 536.1 534.4 
518.0 

361.5 

451.4 

452.7 458.4 464.4 
476.8 

231.7 223.4 224.5 
228.1 

126.2 
56.6 78.1 86.9 95.4 

96.6 

205.2 
196.2 

185.3 

157.9 

143.0 

128.7 
117.2 

106.1 
96.2 

88.5 
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

億円

負債・資本の推移

固定負債 流動負債 繰延収益 資本金 剰余金 企業債残高

※太枠：負債 細枠：資本
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下水道等事業の経営状況について

14

・公共下水道人口 ⇒ 平成28年度をピークに減少傾向
・農業集落排水施設人口 ⇒ 減少傾向
・汚水処理人口普及率 ⇒ 年々上昇

※ 行政人口 ： 住民基本台帳に記載されている人口
公共下水道人口 ： 公共下水道及び特定環境保全公共下水道の処理区域内人口
農業集落排水施設人口 ： 農業集落排水施設の処理区域内人口
汚水処理人口普及率 ： 行政人口に対する下水道、農業集落排水施設、合併処理浄化槽の処理区域内人口の割合

１ 下水道等普及状況の推移（直近10か年）

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

行政人口(人) 333,694 325,296 324,905 325,654 326,275 326,987 326,088 324,423 322,860 321,905

公共下水道人口(人) 238,908 233,248 230,773 231,997 234,873 236,242 237,781 237,183 237,161 237,082

農業集落排水施設人口(人) 13,909 13,693 13,459 13,242 13,106 12,900 12,719 12,504 12,384 12,192

汚水処理人口普及率(%) 86.2% 87.1% 87.0% 87.2% 88.1% 88.5% 89.2% 89.3% 89.9% 90.2%

80.0%

82.0%

84.0%

86.0%

88.0%

90.0%

92.0%
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250,000
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人 普及率の推移
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・公共下水道接続人口 ⇒ 概ね増加傾向で推移
・農業集落排水施設接続人口 ⇒ 平成26年度まで増加傾向で推移、以降減少
・公共下水道接続率 ⇒ 増加傾向で推移していたが、平成25年度から減少傾向
・農業集落排水施設接続率 ⇒ 区域内人口の減少により増加傾向で推移

※ 公共下水道接続人口 ： 公共下水道に接続している人口
農業集落排水施設接続人口 ： 農業集落排水施設に接続している人口
公共下水道接続率 ： 公共下水道人口に対する公共下水道接続人口の割合
農業集落排水施設接続率 ： 農業集落排水施設人口に対する農業集落排水施設接続人口の割合

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

公共下水道接続人口（人） 223,367 219,078 220,095 221,267 223,884 224,970 225,548 223,606 223,842 223,920

農業集落排水施設接続人口(人) 9,472 9,429 9,398 9,443 9,468 9,457 9,401 9,143 9,077 8,947

公共下水道接続率 93.5% 93.9% 95.4% 95.4% 95.3% 95.2% 94.9% 94.3% 94.4% 94.4%

農業集落排水施設接続率 68.1% 68.9% 69.8% 71.3% 72.2% 73.3% 73.9% 73.1% 73.3% 73.4%
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人 接続率（水洗化率）の推移
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２ 下水道事業会計決算の推移（直近10か年）

収益的収支 (税抜) ＝ 損益取引(当該年度の経済活動に伴い発生する収支)

・総収益 ⇒ 平成25年度まで一般会計繰入金等の減少により減少していたが、
平成26年度から会計基準の変更(長期前受金戻入の計上)に伴い増加

・使用料 ⇒ 接続人口の減少、処理区域の拡大に伴い増減はあるものの横ばい

※ 長期前受金戻入 ： 施設整備等にあたり国等から交付された補助金等を、減価償却に合わせて収益化したもの
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億円 収益的収支（収益）の推移

下水道使用料 一般会計繰入金等 その他収益

0.1

※平成20年度に企業会計へ移行



17

・総費用 ⇒ 平成25年度まで低利の企業債への借換え等による企業債利息の減少
等に伴い減少

平成26年度に会計基準の変更（みなし償却制度の廃止）により増加
・当年度純利益 ⇒ 企業会計移行後なし、平成29年度から一般会計繰出金に係る

繰出基準見直しに伴い計上

※ 維持管理費等 ： 人件費、流域下水道維持管理負担金、汚水・雨水施設の維持管理費 等
企業債利息 ： 施設整備等のため借り入れた企業債の支払利息額
減価償却費 ： 償却資産の償却額
当年度純利益 ： 収益から費用を差引いた、事業活動等による利益
みなし償却制度 ： 補助金等により取得した資産の補助金充当分について、減価償却を行わないことができる制度

25.1 28.0 25.2 25.0 25.0 25.9 28.3 30.4 26.8 30.2 
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資本的収支 (税込) ＝ 資本取引（将来にわたる諸施設整備に係る収支）

・収入 ⇒ 平成19～21年度及び平成25年度に企業債の借換えを行ったため増加
その他の年度は建設改良費により増減

・支出 ⇒ 平成19～21年度及び平成25年度に企業債の借換え・繰上償還により、
企業債償還金が増加
その他の年度は事業量により増減
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一般会計からの繰入金の推移（直近５年間）

一般会計からの繰入金 ⇒ 平成29年度をピークに、出資金及び汚水負担
金の減少に伴い減少

※ 出 資 金 ： 施設整備等に係る一般会計からの出資金
補 助 金 ： 浄化槽事業に要する人件費及び特定環境保全公共下水道事業に係る維持管理費等に対する

一般会計からの補助金
汚水負担金 ： 汚水処理経費に対する一般会計の負担金
雨水負担金 ： 雨水処理経費に対する一般会計の負担金
その他負担金： 県派遣職員負担金に対する一般会計の負担金
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雨水負担金 汚水負担金 補助金 出資金 その他負担金 系列8

貸借対照表（バランスシート）の推移

固定資産 ⇒ 平成26年度に会計基準の変更（みなし償却制度の廃止）に伴い大幅に減少
以降は減価償却累計額の増加に伴い減少傾向

流動資産 ⇒ 前払金及び未収金の増減に伴い増減
※ 固定資産 ： 企業経営のため長期間継続して使用する資産

流動資産 ： 現金預金、未収金、前払金等
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・負債、資本の構成 ⇒ 平成26年度の会計基準の変更に伴い変化
・企業債残高 ⇒ 年々減少

※ 会計基準の変更 ： 民間企業の会計基準との整合性を図るため、関係法令の改正を平成26年度に施行
・借入資本金（資産取得のための借入金）を資本から負債へ移行
・補助金等により取得した固定資産の償却制度の変更
・減損会計の導入 等

資本（資本金や積立金など） ： 負債と同様、企業活動に必要な資金の源泉を表したもの

※太枠：負債 細枠：資本
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負債・資本の推移

固定負債 流動負債 繰延収益 資本金 剰余金 企業債残高
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３ 農業集落排水事業会計決算の推移（直近10か年）

収益的収支 (税抜) ＝ 損益取引(当該年度の経済活動に伴い発生する収支)

・総収益 ⇒ 平成25年度まで概ね横ばいで推移
平成26年度から会計基準の変更(長期前受金戻入の計上)に伴い増加

・使用料 ⇒ 概ね横ばいで推移

※ 長期前受金戻入 ： 施設整備等にあたり国等から交付された補助金等を、減価償却に合わせて収益化したもの
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億円 収益的収支（収益）の推移

農業集落排水施設使用料 一般会計繰入金等 その他収益

※平成20年度に企業会計へ移行



・総費用 ⇒ 平成25年度まで概ね横ばいで推移
平成26年度に会計基準の変更（みなし償却制度の廃止）に伴い増加

・当年度純利益 ⇒ 平成29年度から一般会計繰出金に係る繰出基準見直しに伴い
計上

※ 維持管理費等 ： 人件費、施設等の維持管理費 等
企業債利息 ： 施設整備等のため借り入れた企業債の支払利息額
減価償却費 ： 償却資産の償却額
当年度純利益 ： 収益から費用を差引いた、事業活動等による利益
みなし償却制度 ： 補助金等により取得した資産の補助金充当分について、減価償却を行わないことができる制度
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24

資本的収支 (税込) ＝ 資本取引（将来にわたる諸施設整備に係る収支）

・収入 ⇒ 国・県補助金は、整備事業の完了に伴い減少したが、一般会計繰入
金の増により、微増で推移

・支出 ⇒ 建設改良費は、整備事業の完了に伴い減少したが、企業債償還金の
増により概ね横ばいで推移
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一般会計からの繰入金の推移（直近５年間）

一般会計からの繰入金 ⇒ 整備事業の完了により、概ね横ばいで推移

※ 出 資 金 ： 施設整備費等に対する一般会計からの出資金
補 助 金 ： 維持管理費等に対する一般会計からの補助金
汚水負担金 ： 汚水処理経費に対する一般会計の負担金
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貸借対照表（バランスシート）の推移

固定資産 ⇒ 平成26年度に会計基準の変更（みなし償却制度の廃止）に伴い大幅に減少
以降は減価償却累計額の増加に伴い減少傾向

流動資産 ⇒ 内部留保資金の累積がないため、概ね横ばいで推移
※ 固定資産 ： 企業経営のため長期間継続して使用する資産

流動資産 ： 現金預金、未収金 等
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・負債、資本の構成 ⇒ 平成26年度の会計基準の変更に伴い変化
・企業債残高 ⇒ 年々減少

※ 会計基準の変更 ： 民間企業の会計基準との整合性を図るため、関係法令の改正を平成26年度に施行
・借入資本金（資産取得のための借入金）を資本から負債へ移行
・補助金等により取得した固定資産の償却制度の変更
・減損会計の導入 等

資本（資本金や積立金など） ： 負債と同様、企業活動に必要な資金の源泉を表したもの

※太枠：負債 細枠：資本
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